






　The American Lawyer が 2014 年 1 月 1 日に発表した The Asia 50 によ
れば、アジア・パシフィック地域に本拠地を有する法律事務所の所属弁護士
数による上位 10 位の内訳は中国が 6、オーストラリアが 4 となっている。
ただし、このうち、中国の Dacheng と Yingke は多くの事務所が統一した
ブランドで集まっている事務所であるといわれている。欧米の大法律事務所
に対抗するため、中国は国策として大法律事務所の育成を図っている。
　欧米型のパートナシップ形態をとるといわれている King & Wood は 2012
年 3 月にオーストラリアの Mallesons を買収し、King & Wood Mallesons
になった。2013 年 7 月には、イギリスの SJ Berwin と提携した。現在、
1800 人のローヤーと 380 人のパートナーを擁し、4 位に入っている。なお、
中国は中国の法曹資格者である律師と外国弁護士とのパートナーシップを認
めていないので、King & Wood は国内では King & Wood として活動し、
海外では King & Wood Mallesons として活動している。
　 イ ギ リ ス の Herbert Smith は オ ー ス ト ラ リ ア の Freehills と 合 併 し、
Herbert Smith Freehillsとなった。しかし、Freehillsの方が弁護士数が多かっ
たので、The Asia 50 においてはオーストラリアの法律事務所として 3 位に
入っている。






　では上位 30 事務所ではどうであろうか？上位 30 位では、中国が 13、オー


















の事務所がアジア地域に進出してきている。The American Lawyer1 及び日
1 “The Asia 50” The American Lawyer（http://www.americanlawyer.com/
id=1202635795425）2014 年 1 月 7 日閲覧。
総人口 弁護士人口 名目 GDP
日本 1 億 2780 万人 3 万 3000 人 5 兆 9597 億ドル
韓国 5000 万人 1 万 4000 人 1 兆 1558 億ドル
オーストラリア 2100 万人 5 万 7000 人 1 兆 4905 億ドル
シンガポール 540 万人 4486 人 2765 億ドル


















限している。2008 年に、シンガポール法を行うことができる Qualified 
2 日本弁護士連合会編著『弁護士白書』（2013 年版）111 頁参照。
3 “CC makes tie-up with M&A practice in Indonesia”, The Global Legal Post（http://
www.globallegalpost.com/big-stories/cc-makes-tie-up-with-ma-practice-in-






Baker & McKenzie 米国 1050 127
Norton Rose 英国 667 3
Clifford Chance 英国 393 47
Linklaters 英国 352 29
Allen & Overy 英国 378 8
Freshfields 英国 212 21




QFLP に移行し、2013 年 2 月 19 日のシンガポール法務省のリリース 4 によれ











　DLA Piper の ホ ー ム ペ ー ジ に よ れ ば、DLA Piper は DLA Piper 
International LLP と DLA Piper LLP（US） と か ら な り、 両 者 は DLA 
Piper Global（a Swiss verein）のメンバーである。DLA Piper Global（a 
Swiss verein）は法律事務を提供しない管理のための組織である。これはス
イス法上の組合と思われる。同様に、DLA Piper International LLP も法律
サービスは提供せず、その傘下にある各国の組織体が法律サービスを提供す








award-of-second-round-qflp-licences.html）2014 年 1 月 17 日閲覧。



























































7 拙著「日本弁護士のグローバル化の可能性と将来像」自由と正義 Vol.60（2009）49-56 頁。
8 首相官邸ホームページ「司法制度改革審議会意見書－ 21 世紀の日本を支える司法制度
－」（平成 13 年 6 月 12 日）（http://www.kantei.go.jp/jp/sihouseido/report/ikensyo/）
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　東洋経済の 2013 年 7 月 18 日付の記事 10 によれば、日本企業のアジアへの
進出は次のとおりである。
9 首相官邸ホームページ「日本弁護士連合会司法制度改革推進計画－さらに身近で信頼
される弁護士をめざして－」（2002 年 3 月 19 日）（http://www.kantei.go.jp/jp/singi/
sihou/keikaku/bengosikai.html）
10 東洋経済 ONLINE「最新「海外進出先ランキング」トップ 50 －中国のシェア低下の一








































　2014 年 1 月現在、日本の五大事務所の海外支店の設置状況は、各事務所
のホームページによれば、つぎのとおりである。





　ユニクロを運営するファーストリーテイリングは、2014 年 8 月期の売り
上げ予測 12 において海外売り上げ（3,500 億円）は日本の売り上げ（7,200 億円）
の約半分としている。楽天も加速度的にグローバル展開を拡大しているとの
ことである。
　2013 年 6 月 3 日の朝日新聞の記事 13 によれば、経営トップや本社機能の一
部を海外に移す日本企業が増えているそうである。たとえば、サンスターは
MBO によりスイス法人に事業統括管理機能を移転した。歯磨き用品製造大
手のサンスターは 2007 年 2 月 14 日、経営陣による自社株取得（MBO）を
行い、株式を非公開にすると発表した。同社の金田博夫会長が代表を務める
スイス法人 Sunstar SA が、日本の子会社（SSA）を通じ、35.80％（議決権
ベース）にあたる 1935 万 1000 株を下限として株式公開買付け（TOB）を




例 1 ：2006 年に日本板硝子がイギリスのピルキントンを買収した。 
12 株式会社ファーストリテイリングホームページ「2014 年 8 月期第 1 四半期業績および
通期見通し」（2014 年 1 月 9 日）（http://www.fastretailing.com/jp/ir/library/pdf/ 
20140109_results.pdf）


















　　　①　 2013 年 3 月期のグループ売上高は約 5213 億円、グループ従業員
数は約 28,000 人。世界 30 カ国に製造拠点を持ち、130 ヵ国以上
で製品の販売を行っている。
　　　②　 グループ売上の地域別内訳はヨーロッパ、日本を含むアジア、北
南米の 3 地域でほぼ 1/3 ずつである。
　　　③　 取締役 8 名中 3 名が外国人である。
　　　④　 執行役及び執行役員 27 名中 11 名が外国人である。
例 2 ：武田薬品によるスイスのナイコメッド社の買収（2011 年 9 月 30 日） 
　武田薬品は 2011 年 9 月 30 日に、96 億ユーロでスイス法人である
Nycomed A/S の買収を完了し、100％子会社とした。
例 3 ：ソフトバンクによるアメリカのスプリント・ネクステルの買収 
　2012 年 10 月 15 日にソフトバンクは米国のスプリント・ネクステル・
コーポレーションの事業に 201 億米ドルを投資し、最終的には同社の
70％株主になることを発表した。
例 4 ：LIXIL によるルクセンブルグに本社を有するグローエ社の買収  
　LIXIL は 2013 年 9 月 26 日、日本政策投資銀行とともにグローエ・グ
ループの株式の 87.5％を取得すると発表した。この件に関して、
Linklaters が LIXIL を代理している 14。
例 5 ：サントリーによるビーム社の買収  
　2014 年 1 月 13 日に、サントリーは米国蒸留酒最大手のビーム社を総
額 160 億ドルで買収することで同社と合意したと発表した。The 
14 “LIXIL Corporation to Acquire the Shares of GROHE Group” Business Wire（http://
www.businesswire.com/news/home/20130926005663/en/LEXIL-Corporation）2014 年




カの Cleary Gotlieb Steen & Hamilton が代理し、ビーム側はアメリカ




















・最近の Form F4 の提出例：
15 “Cleary, Sidley Line Up $16 Billion Beam Sale” The American Lawyer（http://www.
americanlawyer.com/id=1202638122255）2014 年 1 月 14 日閲覧。
16 「米 SEC 開示ルール「フォーム F4」日本企業の「統合」揺さぶる」日本経済新聞朝刊（2011
年 1 月 21 日付）
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　2009 年 11 月 25 日  損保ジャパンと日本興亜による共同持株会社の
設立について
　2009 年 12 月 28 日  新日石と新日鉱による共同持株会社の設立につ
いて
　2010 年 11 月 8 日  中央三井トラストと住友信託との株式交換につ
いて
　2011 年 2 月 10 日  パナソニックによる三洋電機との株式交換につ
いて









































～」（2011 年 9 月 14 日）（http://www.fsa.go.jp/news/23/sonota/20110916-4/02.pdf）
2011 年 9 月 30 日 古河電工は自動車用ワイヤーハーネス・カル
テルに関する米国司法省との司法取引によ
り、罰金 2 億ドルを支払うことを合意した。














カーの日本人社員 12 名が禁錮 1 ～ 2 年の実
刑を受けた。
2013 年 5 月 27 日付
日本経済新聞
矢崎総業は自動車部品カルテルで 4 億 7 千万
ドルの罰金を科せられた。
2013 年 9 月 19 日 米国司法省はフジクラの 2 名の役員をスバル
の自動車部品に関する価格固定に関与したと
して起訴したと発表した。
2013 年 10 月 10 日 自動車用シートベルト・メーカーであるタカ
タは米国独禁法違反について、7130 万ドル
を支払うという司法取引合意をした。





2009 年 10 月 電力変圧器の市場分割カルテルを行ったとし
て、富士電機、日立、東芝その他 6 社に対し
て総額6764万4000ユーロの制裁金を課した。

















受けて、1997 年 12 月に、OECD において、「国際商取引における外国公
務員に対する贈賄の防止に関する条約」が採択され、同条約は 1999 年 2
月に発効した。日本においても、1998 年に不正競争防止法を改正し、日
本企業の海外における贈賄行為を禁止している。イギリスも 2010 年に贈





2012 年 12 月 パナソニックはブラウン管カルテルで、1 億
5700 万ユーロの罰金を科せられた。
2013 年 7 月 10 日 欧州委員会はワイヤハーネスのカルテルに関
して自動車部品メーカーである住友電気工
業、矢崎総業、古河電工等に対し、総額 1 億












18 株式会社日本能率協会総合研究所「平成 23 年度 中小企業の海外展開に係る不正競争
等のリスクへの対応状況に関する調査（外国公務員贈賄規制法制に関する海外動向調
査）報告書」平成 24 年 3 月（http://www.meti.go.jp/policy/external_economy/zouwai/
pdf/chousa_houkokusho.pdf）





2 億 1880 万ドルを支払うことを合意した。





2012 年 1 月 18 日 上記のナイジェリア政府高官に対する贈賄を
仲介した丸紅は米国司法省との司法取引をし、
5460 万ドルを支払うことを合意した。
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2012 年にシンガポール事務所、2013 年にヤンゴン事務所、バンコク事務所
を開設している。このような動きは日本の法律事務所及び弁護士が今後目指
す方向であろう。
　日本の弁護士は東南アジアのいずれかの都市にある現地法律事務所に出向
してその国の法律、慣習、文化を身につけ、その国の法律が許せば、その国
において日本の外国法事務弁護士に相当する資格を得て、日本の法律事務所
の現地支店として現地に進出している日本企業に対して法律上のアドバイス
をすることが考えられる。もちろん現地の法律については資格がない限りア
ドバイスはできないから、現地の弁護士と協働することが必要となる。すな
わち、現地における会社の設立、従業員の雇用、工場の建設、許認可の取得
等は現地法の問題であるので、現地の弁護士の協力を仰がなければならない。
その際、現地の法律が許せば、日本の法律事務所の支店は現地の弁護士を雇
用することができるが、そうでない場合には現地の法律事務所と提携するこ
とになる。これに対して、高度な M&A、合弁契約、ファイナンス、紛争処
理、危機管理等については現地弁護士は必ずしも十分なノウハウを持ってい
ないので、日本弁護士が活躍する場面はありうる。実際に、現地弁護士が十
分な知識ノウハウを持っていない場合であって、日本の弁護士がいない場合
には、米英やオーストラリアの弁護士やコンサルタントの助けを得ているそ
うである。
　つぎに、日本企業が欧米の独占禁止法、証券取引法、贈賄防止法等の適用
を受ける場合においては、これらの分野に強い欧米の法律事務所に出向して、
数年間その分野でノウハウを得た後、帰国してこれらの事務所の東京支店に
おいて代表者として活躍することも考えられる。さらには、日本企業が海外
企業を買収しているように、日本の法律事務所が欧米の法律事務所を買収す
ることにより、これらの分野に関する法律実務を遂行する能力を獲得するこ
とが考えられる。
　以上みてきたように、いまや世界において各国の弁護士が競争している時
代になっているのである。アジアにおいても日本の弁護士が日本の企業に対
して適切なアドバイスができなければ、その企業は欧米の法律事務所に相談
学習院法務研究第 8号（2014 年）
74
するのである。このような競争に打ち勝つためには、まず共通言語になって
いる英語力をつける必要があり、そのためには韓国がやっているように司法
試験に TOEIC の成績を入れることである。最近の韓国の弁護士会の会長は
皆英語を話し国際会議で発言するようになってきている。これに対して、日
弁連の会長、副会長はどうであろうか？　
　つぎに、多くの若者が司法試験を目指すように合格者の数を増やしていく
べきである。司法試験の受験者が増えれば、優秀な弁護士の層が厚くなり各
国の弁護士との競争において優位を持つことができるようになる。また、弁
護士になった人はどんどん海外に出ていき、修業を積むべきである。まず海
外での弁護士の仕事ぶりを実地で見て学んでいくことが必要であろう。
　最後に、日本の弁護士及び法律事務所が、日本の国力にあった存在感を少
なくともアジア・パシフィック地域でもつためには、日弁連が複数事務所の
禁止やインターナショナル・パートナーシップの禁止等の旧態依然とした規
制を速やかに改正すべきである。
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